
一般財団法人 
コージェネレーション・エネルギー高度利用センター 

（コージェネ財団） 

国土強靭化政策に貢献するコージェネレーション 

 － 国土強靭化基本計画の改定におけるコージェネの位置づけ － 

２０１９年３月 



2 内 容 

１． 背 景 
 
２． 国土強靭化基本計画とは 
 
３． 国土強靭化へのコージェネの貢献 
 
４． 国土強靭化基本計画におけるコージェネに関する記載 
 
５． 国土強靭化に資するコージェネ事例 
 
６． 国土強靭化に向けた施策例 



3 １．背 景 

• 日本では、過去数々の自然災害が発生し、甚大な被害を受けるとともに長期間

にわたる復旧・復興を繰り返してきた。これを避けるためには、人命を守り、経済

や社会への被害を最小化し致命的なものにならず迅速に回復する、「強さとしな

やかさ」（強靭化）を備えた国づくりを進めていく必要がある。 

• 「国土強靱化基本計画」は、国土強靱化に関する総合的かつ計画的推進を図り、

国土強靱化に関する国の各種計画等の指針となるべきものとして、2014年に策

定された。 

• 同計画も策定から約5年が経過したため、近年の災害から得られた貴重な教訓

や社会経済情勢の変化等を踏まえ、見直しが行なわれた。（平成30年12月14日
閣議決定） 

• 本資料は、国家強靭化基本計画の改定に対するコージェネレーションの貢献に

ついてまとめたものである。 



4 
２．国土強靭化基本計画とは 

  ①災害が多発し大きな被害を受ける日本 

• 日本は世界有数の自然災害大国 
• 大災害の頻度も多く、被害額も莫大 
• 今後も予想される大規模地震 

年 場所 被害額：億＄ 

2010 チリ： 地震   300 

2011 日本（東北）： 津波、地震 2100 

2012 米国： ハリケーン   700 

2013 欧州各国： 洪水   160 

2014 米国： ひょう     37 

2015 米国： 冬の嵐     30 

2016 日本（熊本）： 地震   300 

2017 米国、カリブ諸国： ハリケーン   650 

各年の自然災害で、世界最大被害額の事例 

出所： Swiss Re Institute, Sigmaをもとに作成 

今後予想される大規模自然災害 
南海トラフ 
巨大地震 

首都直下 
地震 

人的被害：死者 最大32.3万人 約2.3万人 

資産等の 
直接被害 

約170兆円 約47兆円 

南海トラフ巨大地震震度分布 
（陸側ケース） 

首都圏直下地震震度分布 
（都心南部直下地震 M7.3） 

出所： 内閣官房 レジリエンス・ジャパンを世界へ発信 



5 
２．国土強靭化基本計画とは 

  ②国土強靭化基本計画の目的と基本方針 

出所： 内閣官房国土強靭化推進室 国土強靭化とは？ 

【国土強靭化基本計画の目的】 
  ①大規模自然災害に備えた国土全域に 
    わたる強靭な国づくりを推進する。 
  ②国土強靭化に係る国の他の計画 
    等の指針となる（アンブレラ計画）。 
 
【国土強靭化の基本方針】 
  ①人命の保護が最大限図られること 
  ②国家･社会の重要な機能が致命的な 
    障害を受けず維持される 
  ③国民の財産及び公共施設に係る 
    被害の最小化 
  ④迅速な復旧復興 
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２．国土強靭化基本計画とは 

  ③国土強靭化の進め方 

国土強靭化を進めるに当たっては、安全・安心な国土・地域・経済社会の構築に
向け、PDCAサイクルを繰り返し見直しながら、国土の健康診断を行い、国土の
強靱化を推進していくとしている。 

出所： 内閣官房国土強靭化推進室 国土強靭化とは？ 



7 
２．国土強靭化基本計画とは 

  ④主な見直し内容 

●昨今の災害から得られた知見の反映 
   ・ 被災者等の健康・避難生活環境の確保 
   ・ 気候変動の影響を踏まえた治水対策 
   ・ エネルギーや情報通信の多様化・リスク分散 
 
●社会情勢の変化等を踏まえた反映 
   ・ 新技術の活用、国土強靱化のイノベーション推進 
   ・ 地域のリーダー等の人材育成、防災教育の充実などの社会情勢の

変化等を踏まえた内容を追加 
 
●防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策 
   ・ 特に緊急に実施すべき施策について、達成目標、実施内容、事業費

等を明示した３か年緊急対策を位置づけ 



8 
３．国土強靭化へのコージェネの貢献 

 ①国土強靭化に貢献するコージェネ提供価値 

コージェネ提供価値 

1 エネルギーの低炭素化 

２ 再生可能エネルギーの 
導入促進 

３ 電力系統への貢献 

４ 強靭性（レジリエンス）の 
向上 

５ 都市開発への貢献 

６ 地方創生への貢献 

７ エネルギーを通じた 
国際協力の展開 

国
土
強
靭
化
基
本
計
画 

耐震性のある中圧供給の都市

ガスの利用、あるいは停電対

応機能により、防災に強いシ

ステムを構築し、施設の防災

対応や不動産価値向上を実

現します。 

都市にコージェネを導入するこ

とで、低炭素で安全なまちづく

りを実現し、国際的な都市間

競争にも寄与します。 
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３．国土強靭化へのコージェネの貢献 

  ②エネルギー供給の強靭化 

中圧導管の強靭性 

圧力の高い中圧（0.1～1MPa）都市ガス配管は、

地震時の地盤変動に耐えられるよう強度や柔軟
性に優れた素材が使用されており、180度曲げて
も破損しない。 
出所： 東京ガス(株)ホームページ 

貢献する技術、利用 主な機能 

停電対応仕様 商用系統停電時に重要負荷に電力供給 

中圧都市ガス配管 ・ 阪神・淡路大震災、東日本大震災クラスの地震にも耐える構造 
・ 燃料の備蓄が不要 

熱電併給 電気と熱の供給が可能なため、工場や病院の機能維持に貢献 

平時における利用 平時においても熱電併給により温室効果ガス（CO2）排出抑制 

コージェネによるエネルギー供給の強靭化 



10 
３．国土強靭化へのコージェネの貢献 

  ③大都市等の防災機能向上と国際競争力の強化 

世界の大都市における地震被害のリスク  
出所：  Swiss Re Institute , Mind the Risk 

大都市部において、国際競

争力を維持、強化していくた

めには、災害に対し脆弱な国

土構造を持つ我が国におい

て、その対策が重要に。 

 

 

災害時にも業務継続が求め

られる地域に必要なエネル

ギーを確保するには、地震や

停電に強いエネルギーの面

的ネットワークの形成が有効。 
円グラフ： 都市人口、赤が被害を受ける人口 
横軸： 地震による労働損失日数（相対値、対数） 
縦軸： 地震による労働損失が当該国の経済に与える影響度（相対値、対数） 
※赤の面積が大きいほど、  右上にあるほど影響大 

日本の大都市 
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４．国土強靭化基本計画におけるコージェネに 

  関する主な記載（次頁以降に事例掲載） 

コージェネ導入の意義 記載抜粋 
①エネルギー供給停止による、社

会経済活動・サプライチェーンへ

の甚大な影響回避・緩和 

(P65,70,83,85,106,108）再生可能エネルギーや水素エネルギー、コジェネレーションシステム、LPガス等の活用、燃
料電池・蓄電池、電気自動車・燃料電池自動車から各家庭やビル、病院等に電力を供給するシステム等の普及促
進、スマートコミュニティの形成等を通じ、自立・分散型エネルギーを導入するなど、災害リスクを回避・緩和するた
めのエネルギー供給源の多様化・分散化を推進する。 
 

②公的施設・避難所等における防

災機能強化 

（P24）災害時に避難所となる公共施設、学校、災害拠点病院、矯正施設などの重要施設における自家発電設備等
の導入．．．等を促進する。 
(P54)公的施設・避難所等における．．．自家発電設備、コジェネレーションシステム等の導入等を促進する必要が
ある。 
 

③一斉帰宅を抑制し、帰宅困難者

の発生を防止 

(P57)滞在場所となり得る公共施設、民間ビル等における．．．受入関連施設（自家発電設備、貯水槽．．．等）の耐
震化その他の整備を促進し、膨大な数の帰宅困難者の受入れに必要な滞在場所を確保していく必要がある。 

④災害拠点病院の耐災害性向上 （P58,83,100)災害拠点病院におけるエネルギー確保については．．．エネルギー効率の高い設備の導入や、自立･
分散型エネルギー設備の導入．．．など、多様なエネルギー源の活用等、耐災害性を向上させていく必要がある。 
 

⑤産業活動に必要となる電源設備

の確保 

（P26)各企業に対し、産業活動の継続に必要となる災害時の非常用電源設備の確保に努めるよう促すとともに、大
企業と中小企業等が協調して、自家発電設備、燃料備蓄・調達等を関係企業や地域内で融通する仕組みの構築を
促進する。 
 

⑥農畜産物の生産・流通に関連す

る施設等の耐災害性強化 

(P108)大規模災害時においても円滑な食料供給を維持するため、農畜産物の生産・流通に関連する施設等の．．．
自立・分散型エネルギー設備の導入、多様なエネルギー源の活用など、耐災害性を向上させていく。 

⑦地域のレジリエンス向上 （P24)コージェネレーション、燃料電池．．．等の地域における自立・分散型エネルギーの導入を促進するとともに、
スマートコミュニティの形成を目指す。 
(P11)地域循環共生圏の創造を推進し、自立・分散型エネルギーや自然環境が有する多様な機能の活用等を通じ
て、地域資源の活用を通じた地域のレジリエンス向上に貢献する。 
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５．国土強靭化に資するコージェネ事例 
 

 ①エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの 
    維持への甚大な影響回避【日本橋室町地区の都市再開発】 

出所： （一社）低炭素投資促進機構ホームページ 

事業概要 

施設名称 日本橋室町地区電気・熱供給プラント 

面的利用エリア 約168,000m2（開発建物） 

面的利用先 日本橋室町三丁目地区 

発電システム概要 

ガスエンジン発電機×3台 
（停電対応機能付） 

発電出力 7,800kW 

■強靭化への貢献ポイント 
• 燃料の都市ガスは、耐震性に優れた中圧配管により供給 
• コージェネは常用運転に加え、停電時にも機能する仕様 
• 開発建物に加え、既存街区にも電気と熱を供給することにより、エネルギーの自立化を面的に実現 
• 電力供給の複数線化（系統＋コージェネ）により、停電時も建物ピーク電力の50％の電気を供給可能。 
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５．国土強靭化に資するコージェネ事例 
 

 ②公的施設・避難所等における防災機能強化【浦安市庁舎】 

建物概要 

用途 市庁舎 

敷地／延床面積 6,853／25,631m2 

規模 地上11階、塔屋1階 

設備概要 

ガスエンジン発電機×1台 
（停電対応機能付） 

発電出力  230kW 
回収熱量  224kW（温水） 

廃熱利用用途 冷房、暖房 

■強靭化への貢献ポイント 

• 燃料の都市ガスは、耐震性に優れた中圧配管により供給 
• 防災面を重視し停電時にも機能する仕様とし、常用でも運転 
• 電源の多重化： 系統電力2回線確保 ＋ 軽油による非常用発電機 ＋ 停電対応型コージェネ 
• 非常時コージェネが発電した電気は、市民への対応を継続するための窓口、災害時に市長以下の幹部が集まる

災害対策本部・災害情報室、非常用エレベータに供給。 ⇒ 防災拠点として必要な設備に電力供給 

建物外観 システムフロー 電気系統図 

電
力
会
社

（
高
圧
）

都
市
ガ
ス

（
中
圧
導
管
）

本
線

予
備
線

受
電
設
備

非
常
用
発
電

軽
油

建物負荷

暖房 熱交換器

冷房 ジェネリンク

コ
ー
ジ
ェ
ネ

庁舎
商用電力

太陽光

コージェネ受変電設備非常用発電機

本線 予備線

建物負荷（商用＋コージェネ＋太陽光）

保安用負荷１（非常用発電機）

保安用負荷２（コージェネ）
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５．国土強靭化に資するコージェネ事例 
 

 ②指定避難所となる施設（公的施設、学校等）の防災機能強化 
  【洗足学園】（川崎市） 

建物概要 

敷地面積 67,778m2 

校舎面積 76,766m2 

設備概要 

ガスエンジン発電機×6台 
（停電対応機能付） 

発電出力  35kW 
回収熱量  52.5kW（温水） 

廃熱利用用途 冷暖房 

■強靭化への貢献ポイント 
• 燃料の都市ガスは、耐震性に優れた中圧配管を敷地内に引き込み、専用ガバナにて減圧 
• コージェネは常用運転に加え、停電時にも機能する仕様（非常時給電先は給・排水ポンプ、通信、照明等） 
• 川崎市との協定により帰宅困難者一次滞在施設として指定 

都市ガス 

商用電力 

動力 照明 

通常時 

電気 

電気 

停電時 

空調 

廃熱 

システムフロー 

出所：2014年度コージェネ大賞優秀事例集を基に財団作成 

大学、短大 
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５．国土強靭化に資するコージェネ事例 
 

 ③一斉帰宅を抑制し、帰宅困難者の発生を防止 
  【仙台第一生命タワービルディング】 

建物概要 

用途 テナント事務所 

敷地／建物面積 6,939／55,540m2 

規模 地下2階、地上21階、塔屋2階 

設備概要 

ガスエンジン発電機×1台 
（停電対応機能付） 

発電出力  370kW 
回収熱量  307kW（温水） 

■強靭化への貢献ポイント 
• 燃料の都市ガスは、耐震性に優れた中圧配管により供給 
• コージェネは常用運転に加え、停電時にも機能する仕様 
• 非常時のコンセントとテナントへの非常電源対応を装備 
• 災害時テナント入居者が安全に建物内に滞在可能（一斉帰宅を抑制し帰宅困難者の発生を防止） 

出所： 仙台駅周辺帰宅困難者対策連絡協議会 仙台駅周辺帰宅困難者対応指針 コージェネシステムフロー 

出所： コージェネ財団 コージェネレーションのSDGｓへの貢献参照ガイド 

建物外観 
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５．国土強靭化に資するコージェネ事例 
 

 ④災害拠点病院の耐災害性向上【熊本赤十字病院】 

建物概要 

用途 病院（県の基幹災害拠点病院) 

敷地／延床面積 63,285／70,630㎡ 

病床数 490床（一般） 

システム概要 

ガスエンジン発電機×2台 
（停電対応機能付） 

発電出力 400kW 
回収熱量 蒸気159kW 温水151kW 

廃熱利用用途 冷房、暖房、給湯 

■強靭化への貢献ポイント 

• 燃料の都市ガスは、耐震性に優れた中圧配管により供給 

• コージェネは常用運転に加え、停電時にも機能する仕様 
 

「平成28年熊本地震」においては、本震直後の約１時間20分間の停電中も中圧ガスが

使用可能であったため非常用電源として大きな役割を果たした。 

出所： コージェネ財団 2017年度コージェネ大賞優秀事例集 

熱源システムフロー 
電気系統図 

建物外観 
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５．国土強靭化に資するコージェネ事例 
 

 ⑤産業活動に必要となる電源設備の確保【キリン横浜工場】 

施設概要 

用途 工場 

敷地面積 約19万㎡ 

システム概要 

ガスエンジン発電機×3台 発電出力 5,750kW 

■強靭化への貢献ポイント 

• 燃料の都市ガスは、耐震性に優れた中圧配管により供給 

• 余剰電力は外部に売電 
 

東日本大震災後の電力不足の際は、東京電力に余剰電力１万kWの売電を実施。以降も売電を継続。 

システムフロー 出所：キリンビール横浜工場の概要とCSV活動 

建物外観 

ガスエンジン 
発電機 
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５．国土強靭化に資するコージェネ事例 
 

 ⑥農畜産物の生産・流通に関連する施設等の耐災害性強化 
 【森永乳業多摩サイト】 

施設概要 

用途 工場 

敷地面積 約14万㎡ 

システム概要 

ガスエンジン発電機×1台 
（停電対応機能付） 

発電出力 6,030kW 

ガスタービン発電機×1台 
（停電対応機能付） 

発電出力 4,100kW 

■強靭化への貢献ポイント 

• 燃料の都市ガスは、耐震性に優れた中圧配管により供給 

• コージェネはエンジン、タービンともに常用運転に加え、停電時にも機能する仕様 
 

東日本大震災による計画停電時には、自立運転仕様のガスエンジンコージェネにより、工場内の約70%の電力需要に対して、ほ

ぼ通常通り電力を供給し、最小限の生産を継続。その後、既存のガスタービンコージェネも自立運転仕様に改造し、現在では非

常時に、ほぼ100%の電力供給可能なバックアップ体制を構築。 

出所： コージェネ財団 2012年度コージェネ大賞優秀事例集 
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５．国土強靭化に資するコージェネ事例 
 

 ⑦地域のレジリエンス向上【Jファーム苫小牧工場】 

Jファーム苫小牧工場外観 (株)Jファーム ホームページより 施設全体システム図 コージェネ財団 ホームページより 

建物概要 

用途 植物工場（ベビーリーフとトマト栽培） 

面積 トマト・多品種栽培棟：1.0ha 
トマト栽培棟：0.5ha 
ベビーリーフ栽培棟：1.0ha 

システム概要 

ガスエンジン発電機×1台 
（停電対応機能付） 

発電出力 230kW 
回収熱量 温水350kW 

廃熱利用用途 温室暖房、融雪 

■強靭化への貢献ポイント 

• 燃料の都市ガスは、耐震性に優れた中圧配管により供給 

• コージェネは常用運転に加え、停電時にも機能する仕様（無停電での復電機能付） 

• 電力系統停電時、ガスエンジンで栽培に必要な動力負荷に給電し、栽培環境を維持 
 

北海道胆振東部地区地震の際には、停電発生時にガスエンジンが自動的に起動し電力を確保、ビニールハウスの水供給

や温度管理などの作動を継続。その後、節電要請を受け、工場内で余力を創出し、北海道電力に余剰電力を売電した。 
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６．国土強靭化に向けた施策例 

 ①重要設備の緊急点検と対応策取りまとめ 

１．重要インフラの緊急点検の実施概要 
  平成30年の7月豪雨、台風第21号、北海道胆振東部地震等の最新の災害に鑑み、重要インフラの機能確保の 
  ため、緊急点検が実施された。 

２．緊急点検の結果及び対応方策（例） 

  Ⅰ．防災のための重要インフラ等の機能維持 
     【病院】 災害拠点病院等の非常用自家発電設備の整備状況等の緊急点検を行い、診療機能を３日程度 
           維持するために設備の増設等が必要なことが課題として判明 
            ⇒  非常用自家発電設備の増設等が必要な民間病院等に対する支援 

  Ⅱ．国民経済・生活を支える重要インフラ等の機能維持 
     【電力】 全国の電力インフラ総点検を行い、現行の法令等に照らし問題のある設備がないこと、運用面での 
            対策でブラックアウトを再発防止で きることなどを確認 
            ⇒  更なる電力供給の強靱化に向けた対応方策 

     【農業】 畜産物の安定供給上重要な畜産関係施設等の緊急点検を行い、停電 時の対応計画を作成して 

           いない等の課題が判明 
            ⇒停電時の対応計画を作成する等、生乳・食肉の持続可能な生産・流通を確保する体制整備 

Ⅰ．防災のための重要インフラ等の機能維持 Ⅱ．国民経済・生活を支える重要インフラ等の機能維持 

• 大規模な浸水､土砂災害､火山噴火等 
• 大規模な地震･津波等 
• 災害対応に必要な基盤施設等 
• 救助・救急､医療活動等 
• 避難行動に必要な情報等 

• 電力等エネルギー供給インフラ 
• 食料供給､ライフライン､サプライ チェーン等 
• 陸海空の交通インフラ 
• 情報通信インフラ･情報サービス 
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６．国土強靭化に向けた施策例 

 ②補助金の創設－１ 

出所： 経済産業省ホームページ 
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６．国土強靭化に向けた施策例 

 ②補助金の創設－２ 

出所： 経済産業省ホームページ 
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５．国土強靭化に向けた施策例 

 ②補助金の創設－３ 出所： 環境省ホームページ 
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６．国土強靭化に向けた施策例 

 ②補助金の創設－4 出所： 経済産業省ホームページ 
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